
 

Ｇ－Ｂｉｏ石巻須江発電事業 環境影響評価方法書に係る答申（案） 

 

１ 全般的事項 

（１） 対象事業実施区域周辺には，小学校，保育所及び多数の住居等が近接してい

るため，本事業の実施による生活環境への重大な影響が懸念される。  

    このことから，事業実施による重大な影響を回避又は十分に低減できない場

合は，必要に応じ事業実施区域の見直し等を検討するとともに，対象事業実施

区域を設定した経緯について，明確に準備書に記載すること。  

 

（２） 環境影響評価の調査を行うに当たっては，必要に応じて選定した項目及び手

法等を見直すなど適切に対応するとともに，環境影響評価の予測については，

可能な限り定量的な手法を用いること。 

 

（３） 対象事業実施区域周辺の地域住民，地元自治体及び関係者に対して，環境影

響に関する情報を積極的に提供するとともに，理解を得ながら事業を進めるこ

と。 

 

２ 個別的事項 

（１） 大気質 

イ 窒素酸化物（以下「ＮＯｘ」という。）排出濃度が著しく高く，排出量も多い

ことから，ディーゼル機関以外の発電方式を検討すること。また，複数の発電方

式をより詳細に検討し，その検討経緯を準備書に記載すること。 

 

ロ ＮＯｘの排出量を低減させるため，採用し得る最高水準の脱硝装置を導入する

など，効果的な手法の採用を検討すること。その上で，あらためて予測及び評価

を行うこと。 

 

  ハ 排出ガス中の浮遊粒子状物質(以下「ＳＰＭ」という。)の低減については，燃

焼状態を最適化するよう制御対策装置の導入についても併せて検討するなど，適

切な運転制御を行うこと。また，ディーゼル粒子フィルターを設けるなど、ＳＰ

Ｍ対策を十分に行うよう検討すること。 

 

ニ 排出ガス対策については，ガスに含まれるＮＯｘ及びＳＰＭの排出量の低減を

第一に考えること。  

なお，拡散による排出濃度の低減を検討するに当たっては，集合煙突の採用，

送風機の導入など，拡散による排出濃度の低減を検討するとともに，対象事業実

施区域が窪地であるため，周辺地域と排気筒との相対的な高低差を考慮すること。 
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（２） 騒音・低周波音 

イ 建設機械の稼働による騒音については，５％時間率騒音レベルだけでなく，等

価騒音レベルも算出し，予測及び評価すること。  

 

ロ 建設機械の稼働による騒音及び工事用車両の走行による騒音については，現地

の状況により，累積的な影響がある場合には，その予測及び評価を行うこと。 

     

  ハ 対象事業実施区域には住居が近接しているため，適切な消音機器の使用により

騒音の低減を行うこと。また，住民説明会においては，施設供用時の騒音，振動

が体感できるような手法を検討すること。 

 

（３） 水質 

排水中の油分は，可能な限り除去し，場外に排出しないようにすること。 

 

（４） 地形及び地質 

対象事業実施区域に土砂災害危険箇所，急傾斜地が存在することから，土砂災害を

誘発する可能性について調査・予測・評価を行い，十分防止策が講じられない場合に

は対象事業実施区域の見直しを行うこと。 

 

（５） 動物 

調整池からの排水による水質の変化が，水生生物に及ぼす影響について，適切に調

査，予測及び評価すること。  

 

（６） 植物  

 事業実施により水質が変化することで，希少な植物の生息環境が影響を受ける可能

性があるため，水質が変化する可能性がある範囲を考慮し，調査範囲を広く設定する

こと。 

 

 （７） 生態系 

生態系の調査に当たっては，対象地域を特徴付ける生態系を適切に把握し，上位性，

典型性，特殊性の観点から調査対象となる種の絞り込みを行うこと。  

 

（８） 景観 

イ フォトモンタージュの作成に当たっては，排気筒からの蒸気も加えて行うこと。 

 

ロ 景観の調査地点の選定に当たっては，小学校や保育所の存在など周辺の立地状

況，地形的状況を考慮し，景観への影響が大きいと考えられる地点を中心に，よ

り多くの調査地点を選定すること。  

 

 



（９） 温室効果ガス 

イ 温室効果ガスの排出量について，燃料を輸入する際の船舶等の運行なども含め，

ライフサイクルの考え方を基本に予測及び評価を行うこと。また，温室効果ガス

削減効果の把握に当たっては，発電用燃料の製造・精製過程の収支や二酸化炭素

ペイバックタイム等も準備書に記載すること。  

 

ロ 燃料の国内輸送については，環境負荷低減の観点から，二酸化炭素の発生量が

少ない鉄道輸送等の利用について検討を行うこと。  

 

ハ 使用する燃料については，環境負荷低減の観点から，原料となる植物について

は，種子から一貫して国内で生産したものの使用も検討すること。 


